
















要約:市町村における母子保健事業の効率的実施状況を知る目的で、母子への育児支援に

視点をおいて、アンケートにより人口別市町村の境界児、異常児の支援システムの現状の

把握および市町村の持つ問題点や県保健所の役割を調査した。具体例として東京都、秋田

県、埼玉県の母子保健事業の現状と対策をあげ、さらに以前より市町村で実施している新

潟県の乳幼児健診態勢における県保健婦の役割を示し、これらをもとに人口構成別発達支

援システムモデルの策定した。それによると市町村および保健所の異常児・境界児の発達

支援状況はほぼ約 2/3 は市町村が関連して行われていたが、施設を初め多くの問題点が指

摘された。特に人口が少ない地区では、保健所の依存度が高い傾向にあり、医師や保健婦

などのマンパワーの補充、専門スタッフの育成や研修.業務量や内容の再検討、周辺市町

村との人的、技術的な相互乗り入れ、他医療機関などとの連携システムの作成、さらには

広域的な過疎地域での、スタッフの整った巡回健診の必要性があげられた.またより地域

の実情を理解した医師、保健婦(key　person として)を中心に、その他関係機関のそれぞ

れの工夫が指摘された。同時に国、県などの予算的、人的援助が最重要課題として取り上

げられていた。以上より人口構成別のモデル案では、人口の少ない地区ではスタッフの整

った巡回健診近隣市町村との連携システムの確立の必要性が必要であろうし、数万以上の

都市では地区単位のシステムの作成が重要であることが示唆された。


